
『第１回福祉人材の確保等に関する検討専門分科会』会議録 

開催日時 平成 20 年３月７日（金） 10:00 ～ 11:55 

場  所 技能文化会館７階７０２号会議室 

出 席 者 

（五十音順） 

加藤委員、河委員、島村委員、橋本委員、日浦委員、松井委員 

欠 席 者 なし 

会議形態 公開（傍聴者なし） 

議 題 等  議 題 

   (1) 専門分科会長の選出・会長職務代理者の指名について 

   (2) 国・県・市等の取組状況等について 

    ア 国・神奈川県等の取組状況等について 

    イ 横浜市の状況と取組等について 

   (3) 今後求められる福祉人材の資質について 

   (4) 人材の確保・育成に関する基本的考え方について 

 

決定事項  分科会長として、橋本委員が選出され、松井委員が会長職務代理者に指 

名された。 

 

・議事要旨   

【議題１ 専門分科会長の選出・会長職務代理者の指名について】 
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分科会長として、橋本委員が選出され、松井委員が会長職務代理者に指 

名された。 

 

 

 

＜資料３から７について説明＞ 

 

今の説明や配布された資料についてですが、高齢分野についてのみであり、

障害分野について触れられていません。障害分野についても、養護学校の卒

業者が２５年度までにかなり増加するなかで、インフラ整備が十分に行われ

ていないなど、重要な課題をかかえています。ぜひ、この部分も議論してい

ただきたい。 

 

 障害福祉政策については、予算面では自立生活支援移行助成事業として、

計上しています。ただし、人材育成の視点では、不十分な面もあり、今後も、

検討させていただきたいと思います。 
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【議 題 ２から４ 国・県・市等の取組状況等について等】 
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 この分科会は、高齢分野だけではないと聞いています。ただ、学生を見て

いますと、障害者の施設や何かに一応いきますが、高齢には来ないです。そ

の辺にも価値の置き方がありますね。 

 

 障害も、地域療育センターのような子ども対象のほうは多く、大人対象の

施設に来ません。 

 

 可能性があるとか、未来があるものには行きます。ただし、旅立ちを迎え

るためのサポートって、どれだけの価値があるのかというようなことに、ど

うしてもそういう社会になっているのですね。 

 

 これは、教育の問題もあるということですかね。県内で介護系の科がどん

どんなくなって、横浜国際福祉も YMCA も茅ヶ崎にあるのも、みんな閉鎖にな

っていますよね。 

 

 学生が来ないからです。 

 

 日本全体の問題なんですよね。医療分野でも、産科、小児科、外科、内科

等、命のかかっているところに来なくなっている。 

 

 そうですね。定時で帰れるようなところですね。 

 

 先日、新聞社の方と話したら、新聞社も同じで社会部に来ない。社会部っ

て 24 時間体制で、そういうきついところとか、汚い３Ｋ職場には来ない。介

護も３Ｋ職場ですから、若い人たちはそういうところに行きたがらないです。

もう全体にそうなっているので、だから、社会を変えないと出てこないです

ね。 

 

 若い人たちで、福祉を志望して入ってくる人たちは、夢を持って高齢者の

介護をやろうと、たくさん入ってきます。だけど、世の中がどんどん変わる。

景気がよくなってくると、どんどん変わって、いつも３Ｋ職場は後回しにな

ってしまう。 

 

 障害と高齢について、私はそもそも議論として分けないほうがいいと。そ

れはニーズの問題だけではなくて。ただ、これは、多分、障害のグループの

方々で意見が違う方もいらっしゃると思いますから、別に押しつけるつもり

はないですが。それは、逆に言えば、若い人達が仕事をするときに、範囲が

広くあるということのほうが、やっぱり希望が持てるわけでして、それは老

人に希望があるとかないとかという問題に限らないですね。それから言うと、

私は、これはむしろ厚生労働省の問題かもしれませんけれども、サービス供
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給集団の世界では、医療もそうですけれども、基本的には幅広く、その中で

ある程度専攻みたいなのがあっても構わないと思います。 

 看護の世界の需給みたいな議論をしたときにも、もちろん専門性はありま

すけれども、看護全体としての議論をしていたわけですけれども、福祉の場

合、どうしても障害と老人を分けて議論をしたがる方と、全く分けないで議

論したがる方と、私みたいに、分けてもいいけれども、あんまりそれをやれ

ばやるほど、つまってしまうのではないかと思っている人間と意見が分かれ

るので、これはもう皆さん方のご判断で結構ですが、私は、障害だ高齢だと

いうような議論を分けること自身が閉塞状況をつくっているのではないかと

いうふうに思っています。 

 若者が希望を持つという段階で、多分、やっぱり入り口は高齢で入ってい

る方が多いと思います。だから、その中で、こちらのほうがおもしろいとい

うことで異動しても、いいと思うのですが。それが、今言ったように、広い

範囲の中で考えていただければ、あとはこっちのほうをもうちょっと上へ足

さなきゃいけないとか議論できるんですけど、あんまり早くから希望を分け

ていくとか、専門を分けていくというのは、私は、こういう分野というのは

余り健全じゃないのではないかと。多少私の思い入れも入っていますので、

お許しいただきたいと思います。そこは、むしろ、皆さん方の議論を前提と

してどう考えられるか。 

 先ほど加藤委員からお話あったように、施設の整備については、これはま

た別にあってもしかるべきだと思いますが、人材に関しては、むしろ私は、

福祉の世界というのは、狭い範囲に職員を押しとどめてきたことが、閉塞状

況をつくってきた１つの要因のような気がしていますので、そこはむしろご

議論いただいたほうがいいのではないか。 

 

 例えば、国家資格も、精神保健福祉士が１番、２番目に社会福祉士、かな

り水があいて介護福祉士、こういうような感覚があります。どうやって払拭

していったらいいのでしょうね。 

 

 最近、若い人達は相談をやりたがいますよね。現場の介護は嫌だけれど、

相談はやりたいという。 

 

介護従事者ではなく介護労働者と言う言い方について、教員の中にも、「何

故、介護労働者で悪いのですか」と言う教員がいます。 

 

 実践できる人間を、ある意味で下に見ないと成り立ってこなかったという

こともあり、介護のほうは、まさに新しく、その人たちのための養成機関を

つくってきたという感じだと思います。だから、社会福祉士は既存のものを

活用した、介護福祉士は新しくつくってきたというところの生まれ育ちみた

いなものがあるのではないか。そこは私は直していかなければいけないと思
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っていますし、厚生労働省も直す努力をしているのだろうと思いますが。 

 

 厚生労働省は、直す努力を一生懸命やってくださっているんですね。例え

ば、介護福祉士のカリキュラムも見直している。でも、見直すと言っても、

例えば、認知症に力を入れると言って、認知症について 60 時間ぐらいふやし

ていますが、認知症というのはどういう病気かということはたくさんありま

すが、では認知症のケアの実践について、うまいこといってない。語れる人

がいないのかもしれませんね。 

 河先生おっしゃるように、少し方向を変えていかないと。そういうきっか

けになるといいですね。 

 

 そこは、これも私の個人的意見ですけど、やっぱり介護福祉士と社会福祉

士と精神保健福祉士が総合的になっていかないと、その中の専門はどこでも

いいのですけれども、先ほどの障害との話もですけど、やっぱり総合的にな

って資格制度にしていかないと。だから、介護と社会を両方一緒に取れるよ

うなシステムをつくっていかないと。これは我が県立大学の学校の出発みた

いな概念ですから。ただ、そういう大学は極めて少ないですから、そういう

意味では、そういう主張をしていかなければいけないというのを、別にうち

の大学のためにというよりも、そういう目標というのを私は明確に掲げたい

と個人的には思っています。 

 

 例えば、役割分担としても、包括支援センターだと、社会福祉士は必要だ

とかね。そうすると、やっぱりそっちのほうが上になりますね。 

 

 そこが、かつての医師免許も、かつての看護免許も、やっぱり総合的だと

いうところに実は強さがあって、分断的じゃないところと、特に学問の世界

って専門と言い出しますと、だんだん穴を深く掘って、隣の穴と関係ないよ

うにしていくという作業に入るというところは、福祉の世界も私は気をつけ

なきゃいけないと思いますね。 

 

 そうですね。やっぱり就学年数もあると思います。介護福祉士の養成は２

年で来てますでしょう。 

 

 過去ね。昔の准看みたいな扱いを受けますね。 

 

 社会福祉士で臨床経験のない人よりも、資格を持っていない人でもキャリ

アのある人のほうが、どれだけ地域も本人も家族も知っているか。欧米では

多分、大学院レベルですよね、ソーシャルワーカー。そのぐらいの権威があ

るような勉強の課程があるのならいいのだけど、全く普通のような、通信で

も取って試験を受かればオーケーですよね。だから、それでランクをつける
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のはとんでもない。 

 

 うちの大学だけ言えば、60 人の福祉学科コースですけど、介護福祉士の資

格も取るのが 20 人いるのですが、その 20 人が優等生グループです。社会福

祉士というものが、横から割り込んでつくったものだから、変なつくり方に

なっているというのは、制度の問題はあると思う。 

 ただ、制度の問題がある中で、実践をやっている者たちがどうやってそれ

をうまく乗り越えていくか、使いこなしていくかということを考えないと、

制度を早く直してほしいと思っていますけど、それまで 100 年河清を待つか、

20 年待つか、10 年待つか知りませんけど、多分、今の大学教授が変わるまで

はできませんから、その間に、実際に力を持っている人たちをどう育てるか、

そのために、例えば、横浜市とか自治体がそういうところにバックアップを

していただくか、その位置づけを変えていただいてバックアップをしていた

だけるか、私は、そういう形で育てれば、介護の人たちのほうが、実は実力

を持ち得ると本当に思っていますね。 

 

社会が学歴社会になっていまして、これはそんなに簡単に変えられないで

しょう。いい学校を出たりした人がいて、だんだん序列になっていて、全部

そういう社会になっているのですね。だから、いい資格を持っていれば上だ

という、これはみんなそう思っている。これを変えるというのは、そんなに

簡単に変えられないですね。それを変えるのは、みんなで一生懸命変えれば

いいのだけれど、そんな段階じゃないですよ、人がいないという現状。現状

のこの社会、学歴社会だからちょっとやめて、社会福祉士もちょっと下がっ

てもらって、介護士を上げて、みんなで一緒にしましょうなんて言ったって、

そんなことを言っているのに何年かかかりますね。今いないのですよ、本当

に。 

 

 ともかく人がいないという現状の中で、実効性のある施策は何と思われま

すか。 

 

 僕は、まず、もう海外から人を入れる以外にないと思います。それも、600

人、それだけじゃないですよ。西ドイツだって、今どんどん入れているわけ

でしょう。どんどん人が減っていったら、もう成り立たないですから。とり

あえず海外から入れる以外は。 

 

 社会論、社会学、あるいは社会政治学みたいな世界の話と、実践論の世界

というのは重なるのですけれども、私がさっき百年河清を待つみたいな、外

の世界が直らなければいい社会はできないと言っていてもだめなんで、やっ

ぱり自分たちがかかわっている部分の中ではどうしていくか。それはむしろ

自治体論とも重なるわけですから。だから、そこの議論をやっぱりメインに。
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高齢化率の話もいいのですけれど、ああいうのがこういう議論の前置きにな

る必要はありますが、そこの話は頭の片隅に置いといて、実はやっぱり福祉

事業世界の中のつくり方をどうしていくのかということに議論を重ねたほう

がいいと思います。 

 そのときに、繰り返しになりますけど、障害と老人というのは、これは福

祉業界の中の問題ですから、中の問題をどう考えるかというのは、私は割と

大事なことのように思う。世の中をどう変えていくかというのは、また別途

並行して考えなきゃいけないんだけど、これは、話は盛り上がるけど、ほと

んどあしたに希望が持てないとなるから、やっぱり目の前の問題をどうする

かということを当面考えるということにエネルギーを。それは、世の中を変

えなくていいとか、そんな議論とは別で、今、こういうところで議論するべ

きは、むしろ自分たちの村の中と言うのはおかしいですけど、事業体をどう

いうふうにするのかがね。 

 

 来年度に向けて準備をすることと、中長期的なことと、分けて取り組みを

考えたいと思いますので、ぜひお願いいたします。 

 

 予算の問題から言えば、来年度は当然もうできてしまっているので、今言

っているのは 21 年度ということですね。 

 

 21 年度予算編成を目指していて、今年の６月までにお出しいただきたいと

考えています。 

 

 今から 10 何年前も看護師不足のときに、私、一番思ったのは、３Ｋという

言葉を自分たちが使うのだけはやめたい。中にいる人たちが、自分たちは３

Ｋ職場だと言った瞬間に、新しくそこに入ってきたいと思う人がいるわけが

ない。だから、当時、看護協会にも私は申し上げたのだけど、「あなたたちが

みずから使ったら、意欲ある人たちを全部遠ざけているだけで、それは絶対

使うべきでない」と。むしろ、看護の世界の人たちに、看護協会を含めてお

願いしたいのは、自分たちの職場って意義があるとか、やりがいがあるとい

うことを積極的に言うのが看護協会じゃないかと。 

 

 貴重なご意見ですね。私が介護労働者という言葉にこだわるのも、同じ意

味ですよ。 

 

 私どもも、自分の職業を取ってもらったら困ると思っている。こんなにす

ばらしい職業はない、私はいつもインタビューではそう言っています。ここ

に価値観、知識、技法なんて書いてあるのだけど、私、これはもう人間観だ

と思います。価値観じゃないと思って。これは本当に人間観を醸成して、人

間が生きるってどういうことだというのを本当に真正面から取り組む、こん
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ないい仕事はない。 

さっき障害と高齢とおっしゃいましたけど、うちは全部やっています。そ

れでやっているんですけど、重心の施設も持っていますよ、「朋」。「朋」を出

発した人間が、やっぱりいいんです。今、所長になっているのは、全部重心

の「朋」を出発しているんです。そこで本当にものを言わないみんなと向き

合って、表情を見ながらとことんつき合うでしょう。それで、人というのを

考えるんですよ。これが高齢のほうにも活きます。だから、うちは「人間み

んな一緒だね」と、もうそこから出発してやっています。親の人が言います

ね。「朋」出身の職員がやっぱり一番信頼できると。 

 

 高齢のところで働いた人も、長く働いた人はいらっしゃるわけでしょう。

その人がリーダーになれない理由は何ですか。 

 

 高齢施設は開設してから短いということもありますが、高齢施設では、や

っぱり人間というところに取り組むよりも、介護で、そちらのほうで振り回

されることが多いのですよ。 

ゆとりがないということでしょうか。朝早く迎えに行くのですよね、みん

なを職員が。それで、日中プログラムをして、おふろで、また送りに行きま

す。帰ってきたら、４時半から５時ですよ。そこからミーティングが始まり

ます。人間というのはやっぱり、ゆとりが必要ですよ、優しさを出すには。

だから、本当にそこのところで、私、高齢のほうはきついなって。家族との

関係も意外と薄いですよ。障害のほうが濃いです。 

 

 それは、家族が子どもには期待を持つけど、老いた親に対しては、思いが

違います。 

 

 もう一つ、やっぱり職員を育てていくのには、家族の存在ってすごく大き

いと思います。 

 

 やはり重心は、医療の刺激があります。これが違いですね。認知症ケアと

盛んに言っているけれども、具体的な認知症ケアやノウハウは出てこないじ

ゃないですか。認知症研究研修センターは一生懸命やっているけれども、そ

こからの刺激って、実は各県から人を集めて、研修して、戻って伝達研究や

研修をやりなさいと言っているけど、余り効果は出ていません。 

 私、やっぱりこの世界に、例えば、看護師さんたちが育っていくのは、早

朝のカンファレンスに参加するとか、医師からの刺激を受けて、完全に階級

はあるのだけれども、刺激を受けている。そういう刺激が、重心にはね。そ

こで暮らして、常勤で働いていらっしゃるかどうかわからないけど、医療に

は刺激がある。福祉士にはその刺激が乏しくて、一生懸命心を込めてケアを

するけれども、生活の中だけでやっている限りにおいてはなかなか成長でき
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ない。 

 

 医療の刺激ということで言えば、看護師は、入院対応などいろいろありま

すよね。医療は命を守っていく。福祉職は生活の質を守ると、非常にそこに

誇りを持てるというか。だから、両方に対してライバル意識があります。そ

の人を大事にするという意味で負けないというのがあって、そうなると、今

度は看護師さんたちがまた一生懸命になります。 

 

 ある面で、言葉はまた不適切かもしれないけれど、重い人のそばにいた経

験が自信になるけれども、軽い人のそばにいた人の経験というのは、私なん

かもそうだと思うけど、多分、軽い人のそばにいて、あしたから重い人のと

ころに行けと言ったら、憂鬱になると思う。だけど、きょうまで重い人のそ

ばにいて、あしたから軽い人のところに行けと言ったら、じゃ次に何をやろ

うかといろいろ考えられる。 

 やっぱりそのご経験が、さっきおっしゃったように、介護は軽いという意

味ではないのだけど、やっぱりこれまでの老人の介護の世界というのは、割

と死に隣接していなかったから。ところが、重心の世界って、やっぱり死に

隣接しているから、福祉職であろうがね。だから、死に隣接しているときに、

そういうことが起こったときにどうするかといったら、皆さんやっぱりどこ

かに意識していらっしゃるでしょう。だから、医療の世界も多分そうなので

はないかと思う、さっきおっしゃったのも。軽いほうの医療をやった方が、

あしたから重いほうをやるというのは、結構きついのではないか。 

 だから、それから言うと、さっきの話に戻りますが、相談というのがすご

く軽いものとして考えられているとしたら、実は順番が逆なんじゃないか。

だから、そのためには、やっぱり重いことを知った人間が相談をやらなきゃ

いけないので、軽いから、あるいは、ペンだけあればできるから相談という

のは、本当は違うのではないかと私は思っていて、それから言うと、今のお

話でも、やっぱり重い・軽いという言葉も不適切だと思うのだけど、ただ、

そういう部分というのは、私は確かじゃないかなと思って。 

 

 相談を受けるときに、自分が体験していないことを相談で受けるというの

は、いかがなものでしょうか。私も現場を経験しましたので、職員に向かっ

て言えるのですよ。食事の介助にしても、入浴の大変さも、全部自分で体験

してますでしょう。だから、「大変だね」という思いもわかるし、そのかわり、

「こういう喜びがあるね」というのもわかるし。だから、そんなに簡単なも

のではないですよ、相談というのは。 

 

 人がいないということに関しては、一緒だと思うのですよね。分ける必要

は全然なくて、この業界というか、この社会福祉のほうの業界に人が来るに

はどうしたらいいか、人集めをどうすればいいかということですよね。それ
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で、そのうちの何で重度かというと、やっぱりそういう人たちが行きたがる

はずなのですよ。もっと助けたい、自分はもっと人のためにというのが、や

っぱり一番出てくるところだと思うので。僕らも最終的にそれをやろうと思

って、できなくて、市からもだめと言われて。だけど、最後にはそっちに福

祉は行かなきゃいけないというのはわかります。そうすると、そういう人た

ちが集まっていますから、やっぱりいい人たちが集まっているはずですよね、

恐らく。でも、人が全体的に減っている。 

 

 全体は、先ほどもデータにありましたけど、一般の産業に比べて、福祉業

界の有効求人倍率は低いですよ。でも、その中でも、相談職の有効求人倍率

というのは、意外に高いです。だけども、介護の世界の有効求人倍率はもの

すごく低いです。 

 

 せんだって社会福祉士１名募集をかけたところ、７～８人来ました。みん

な大卒です。とにかく現場へ行ってほしいけどいかがですかと言ったら、そ

れはノーということです。こんなに応募があってとびっくりしたのですけれ

ども、本当の欲しい部分には１人も行ってくれませんでした。現場を知って

いないとできないのですよというお話をしても、納得しないですよね。 

 

 具体的には、給料がよければやっぱり違うと。だから、海外から来てもら

うというのも、私は港、横浜にとてもふさわしいと思うのですけれども、海

外から来る人に頼るというのはどういうことなのですかね。要するに、人手

なのですよね。だけども、日本人で給料をよくすれば――その前に前提とし

ては、厚生労働省も言っておられるように、ＥＰＡで最初にフィリピンと約

束というか、国の方針かな、給料は日本人の給料と同等かそれ以上にすると。

看護協会もそれをすごく強調しているけれども、それはもう絶対守らなきゃ

いけない。要するに、安く使おうと思うと、たくさん来てくださいと。それ

はもうまさに介護労働者というイメージで、それはもう絶対だめだと。日本

人と同等かそれ以上にしないと、来た人たちが誇りを持って日本人のために

働くということをしてもらえないだろうというと思います。 

 日本人も、給料をよくすれば、実際には資格を持っているけれども働いて

いない人たちに来てもらうことはできるのではないかと。インドネシアやフ

ィリピンから来る人は、特にフィリピンの人は、多分、日本人よりも優秀な、

10年もいたらリーダーになって施設長になっていく人も出てくるだろうとさ

え思っていますけどね。そういうふうにしていくために、横浜市はどうする

か。私、やっぱりまずは給料をよくするような努力というのを何かできない

でしょうかね。 

 

 そうすると、介護保険料を上げなきゃならないということです。 
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 これは介護保険制度と多少かかわっているのですが、先ほどの厚生労働省

の報告にもありましたが、福祉職俸給表というのをつくったんですね、人事

院勧告で。これは国家公務員ですから、地方公務員は別にそのとおりにしな

くてもいいのですけれども、それというのは、福祉士の職場における給料体

系というのが、事務職の給料体系を使っていました。公務員社会は、横浜市

を含めて。事務職の給料表の使い方というのは、自治体の運営によって、東

京都は全部局長にしてしまうわけですよね。事務職で採用した人間で局長に

なる人もいますから。 

 ところが、そこで、福祉職が全国の自治体にいらしたのですけど、簡単に

言うと、田舎の自治体は全部係長にはしないですよ。大都市になるとみんな

局長になるという給料相場になっていて、そういうのをずっと、多分横浜も

そうですけど、つくってこられた。それ自身について批判するつもりはない

のだけど、それというのは、そもそも事務職給与表であって、専門性なんて

認めていない給与表なのです。それを、平成 10 年までは全国の自治体が使っ

ていた。それの横並びで、民間の社会福祉法人も、そういう給与表をつくっ

てくださいと、厚生労働省は指導してきたわけです。 

 だから、その給料表相場というのが――結局、事務職俸給表の相場という

のはピンからキリまで分かれます。だから、専門職としてのある程度の共有

制をつくってこなかった。それが、国家公務員の給与表体系だった。それを、

自治体もできたらまねしてください、社会福祉法人もまねしてくださいとい

うことを厚生労働省は言ってきた。 

 一方、医療の世界は、医療職俸給表ってつくってきたわけですよ。今回、

福祉職俸給表でつくった給与表体系で、大体、同様の薬剤師さんと同じくら

いの形でつくられたのですよ。だから、国家公務員の福祉職の俸給表の体系

自身は、そんなに低くないはず。ただ、それをまだ活用する社会になってい

ないから。活用するかどうかは、それこそ民間団体は任意ですけれど、座標

軸がない中で、給料相場が混乱しています。 

 看護の世界がやっぱり給料表相場が決まっていなかったのが、今、大体、

その相場ができてきたというのは、やっぱり国家公務員の医療職俸給表です

よ。それよりも１割下げようとか１割高くしようとか、それはもう経営です

から、座標軸がないまま、ピンとキリで、それをずっとやってきたというの

は、私は、繰り返して言うけど、今給料問題から言うと、すごく大きな問題

だと。 

 もう一つは、給料表というのは、ことしの給料だけじゃなくて、全体のラ

イフサイクルを見られるわけですよね。そのライフサイクルを見られるとい

うことからいうと、ある程度先が見えないと、ことしの給料はよくなったけ

ど、来年になるとわからないという、そこは、介護報酬もそうですし、診療

報酬もそうですけど、報酬体系がある面では工程表確保でやっているわけだ

というのならば、そこである面でそういう俸給体系も、ある程度は座標軸に

してというのは、普通の民間企業の給与体系はそれぞれの企業の独自だとい
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うものとは、ちょっと分けて考えてもいいのではないかなと、私は思ってい

るのです。 

 福祉職俸給表が一番いいので、それに合わせてみんなやれというつもりは

全然ないのだけど、座標軸がない職場というのは、やっぱりよくないなと思

います。看護の世界が変わったのは、いい意味でも、悪い意味でも、やっぱ

り医療職俸給体系がいろいろなところに機能した。だから、その結果、看護

師が病院間を異動できるのですよね。だけど、福祉施設の場合、異動できな

いことが閉塞感につながるような。 

 

 高齢のほうは、どんどん異動しています。少しでも待遇が良いと異動して

しまいます。 

 

 それは短期的な話なので、給与体系表で動いているのではないですよね。

だから、過去勤務みたいな、給与体系って、やっぱり過去にその経験をどう

いうふうに扱うかというのがあわせて、看護の世界もそうですけど。全体は

微々たるものであっても、過去の勤続年数をそれなりに評価するかどうかと

いうのも、あわせて考えないと。 

 

 そうですね。給与表、うちもあるのですけど、この１年で２回変えていま

す。人が来ないですから、どんどん上げていくよりないのです。 

 

 だから、初任給を上げざるを得ないですよね。 

 

 上げなきゃならないですね。そうすると、将来の設計、増えているのだか

らいいと思いますけど、見ると、何年たってもこのぐらいかなという、逆の

面も出てくると思うのですよね。表を見れば、何で 10 年いてもこれしかない

のかという。多くしてくれれば、何年いればこのぐらいになるなと。 

 

 初任給相場って、これは本当にリクルート合戦ですから。人気ある産業に

していかないと、給料だけの問題じゃなくて、リクルート合戦。で、ある程

度相場がないと、人が来ない。 

 また、先の姿みたいなこと、何でこれがあるかというと、実は今の話のも

とになっている、介護報酬なるものが、報酬をつくるときのもとになる給与

体系がないということですよ。そうすると、今の実績をもとに介護報酬をは

じかれたら、勤続年数が若い人ばっかりで介護報酬をはじかざるを得ないで

す、厚生労働省からすると。つまり、極端に言えば、全体を 25 歳の職員だけ

で賄うような老人施設の給与体系を介護報酬で見ている、こうなってしまっ

ているわけですよ。だから、俸給体系がないということは、実は介護報酬に

はね返っているのですよ。 

 それで経営が成り立っているというのは当たり前で、介護報酬で成り立つ
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ように経営されているわけだから、それで成り立つような経営というのは、

25歳ぐらいの職員を使い捨てみたいにやらないとできなくなってしまうよう

な報酬体系になってしまっています。 

 

 最初に、介護保険になる前は、みんな公務員並みでしたから、すごくよか

ったですよ。 

 

 横浜市の換算か何かあったら別ですけど、勤続 10 年での計算です。勤続

10 年ですから、勤続 20 年の人と勤続０年の人が成り立つようになっていま

した。だから、老人施設で新しいところで、勤続５年の人ばっかりでやれば、

はじめの介護報酬で余るはずです。それが、まさに報酬体系がないことの問

題で、実態に合わせるとそうなってしまいます。で、勤続 10 年を下げたんだ

と思いますよ、結果的にね。勤続７年ぐらいで今、介護報酬は計算している

と思うのですけど、そうすると、今度は新しい人が７年過ぎたら、会社にす

ると赤字になってくるわけで。赤字になるから、その人たちの給料を上げな

いようにするでしょう。上げないようにすると、実績を見ると、介護報酬で

とんとんになるようになるに決まっているのですよ。それに合わせて介護報

酬を直したって、絶対給与は上がらないですよ。 

 

 いや、うちはどんどん上げているから、もう大変ですよ。でも、そうじゃ

ないとやめてしまうから。また、他の施設でも定員を満たしているところは、

経営は、一応何とかなっています。でも、介護従事者の人たちがいないから、

100ベッドのうち 70しか空けてないとか、そういうところがあるわけですよ。

だけど、一応 70 しか空いていないけれども、人数は足りています、70 に対

しては。 

 うちなんか結構大きいほうだから、全体で見れば、少しぐらい来なくても

何とかなっている。でも、１カ所は、去年オープンしても、まだ 70％かな、

130 のうち 100 しか入っていないですね。これは、介護従事者がいないから、

余っているのですね。そういうのが無駄じゃないかということをかなり言っ

ているけどね。 

 特に新しいところは、人手がかかります。ユニット型は人手がかかります

から、そこを基準どおり３人でやっていれば、みんな辞めてしまいます。だ

から、多目に配置して、ある程度経験させないといけないですね。 

 

 どうしたら、ともかく現実的に人を補充できる、この世界にとどまってく

れると思いますか。横浜市の介護保険料は、全国平均ぐらいでしょう。100

円ぐらい高いだけですね。だけど、高齢化率は、横浜市は、さっきのデータ

を見たって、これから大変になるけれども、すごく若い街ですよ。それなの

に高いのは、やっぱり箱物をつくっているから高くなっているのですか。 
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 箱物については、介護保険料のほうでは見ていません。 

 

 多分、保険料、下の人のほうが多いです。 

 

 4200 円というと、全国平均よりも少し高いのですから、それを職員の人件

費に持っていく方向はないかどうかという話です。 

 

 恐らく、僕の想像ですけど、介護にかかっている費用が、ほかの県よりも、

当然高いです、東京とか横浜は。物価も全部みんな高いですから。全部に対

して高く設定しなかったら、絶対できないですから。高く設定すれば、特に

同じにしても、諸物価のことを全部考えたら、高くしなきゃしょうがないで

すから、それはやっぱり賃金でそれを埋める以外にはないと思います。 

 

 そこは、介護保険の世界の問題なので、やっぱり人件費相場って違うので

すよ。東京と横浜と北海道で。それで、今先生おっしゃるように、保険料額

4200 円が高いか低いかという議論をしてしまうと、人件費相場は、東京、横

浜は高いに決まっていますから、その問題をどうするかというのは、これは

介護保険制度の問題なのか、自治体論の問題なのか、そこの問題というのは

常に出てきますよね。特に人件費相場からすれば、それに合わせてやれば、

先生おっしゃるように、相対的に低く見えるようになるというのは、そこは

やっぱり全国制度の欠点だと思います。 

 

 それでいて、介護報酬はあんまり差がないのですからね。 

 

 要するに、措置制度時代にあった人件費の差というのを、すごく圧縮して

しまっていますでしょう。要するに、医療にならったのですよね。 

 

 医療にならったのだけれど、医療は余力を持っていたのですよ、かつては。

最近はわかりませんけど。福祉は、もともと余力がない中で工面していたか

ら。 

中長期的な職員の給料問題と、短期的なリクルート相場問題と、横浜問題

というのは、やっぱり組み合わせなければだめですよね。その中で、私が申

し上げたかったのは、介護報酬を直していくという議論のときに、これはや

っぱり保険料と組み合わせざるを得ないですから、介護報酬は上げるけれど

も保険料は上げないで済む方法って、多分ないですよね。 

 

 横浜市は、一般財源から繰り入れるなんて、そんな英断はないですよね。

 

 先ほど２０年度事業を説明させていただきましたとおりです。時限ですけ

れども。 
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 時限で、ピンポイントにしなきゃだめなのですよね。 

 

 特養待機者をゼロにするなんてことを言うから。あり得ないです。 

 

 いつも言っていますけれども、絶対１年たっても、２年たっても、本当に

重度で医療対応しなければだめな人たちが残っているのですけど。僕なんか

もそれをやっているのです、医療のほうで。その人たちはいつまでたっても

残っているから、幾らつくったってだめです。その人たち 1000 人ぐらい残っ

ているのですよ。だから、無理ですよ、これは幾らやったって。 

 

 そうすると、一般財源を時限、当分の間って、それが何年ぐらい。 

 

 22 年度に。20、21、22、３カ年はそういう形にして。 

 

 方針は既に出ているのでしょうか。 

 

 緊急避難的にやりましょうというような趣旨なのですが、特別養護老人ホ

ーム処遇改善費２億 1600 万、これは市費です。助成対象施設というのは、重

度の入所者の多い、厳しい状態になっているということを踏まえて、市平均

を超えている施設で、職員の処遇改善等に取り組む施設に対して経費を助成

しますよという制度でございます。 

 

 でも、こんな重たい人ばっかり集めてしまうから、余計、職員が遠ざかっ

てしまいますよね。 

 

 全室個室での整備についてですが、個室で生活できる人たちは、悪いけど

自分でやってくださいと言うほかないですよね、言い方は変だけど。だけど、

本当に困っている人はいるわけですよ、もう寝たきりになっちゃっている。

そこまで全部対応できない。職員が大変です。一回一回食べるのを補助しな

くてはならないでしょう。歩くのだって大変ですから。そういうふうに、職

員のほうの労働環境も少しよくしてほしいですよね。それと、やっぱり社会

福祉法人が本当に恵まれない、困っている人たちだけは何しろ救うという、

これが僕らは原点だと思っているから、職員にずっと言っています。だから、

まだ一生懸命やってくれている人もいるのだけど 

 

 多床室でいいとは言いたくはないけれど、多床室でなくては入れない人も

いるから。 

 

 お年寄りで、個室になったら寂しくてしょうがない人もいます。僕ら現場
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でわかっているわけでしょう、大体このぐらいあればちょうどいいなという

のが。その現場に任せてくれればいいのに、全室個室になっちゃうからおか

しい。それぞれの社会福祉法人でもって、例えば、10 のうち４つは個室ぐら

いで、あとは大部屋などというのを決めさせてくれれば、何の問題もないで

す。ちゃんと個室もつくります。全部大部屋だったら、今後は個室の人は入

らないから。やっぱりそういうのをバランスよくやるのは、現場に任せてく

れればできますよ。 

 

 入れない方は、どこへ行っているかというと、指定を受けていない、勝手

に有料老人ホームと名乗っている、入居一時金がゼロのところへ行っていま

す。 

 

 この間、新聞に出ていました。生保の方が８割以上、有料老人ホームで。

価格を下げましたって。 

 

 有料老人ホームというと、すてきなイメージを持っていますけど、今は違

います。指定を受けず、自分で勝手に有料老人ホームと言っているところも

あります。それはもう単身寮で、空いてしまったところを直してという、そ

ういうところです。だから、そういう人を救わずして社会福祉法人なんて言

えないと思いますよ。 

 

 まさに社会福祉についてのノーマライゼーションの平等論というのに、日

本の福祉関係者ってみんな同じようにとらわれてきていると思うのですが、

実際、相手の方の状況が違います。それを、広い意味でのノーマライゼーシ

ョンの平等論から、ダブルとかトリプルスタンダード論に変えるべきだと思

っています。トリプルというのが大部屋か個室かという問題だけじゃなくて。

単色メニューが一番理想像で、いろいろどういう格差があってもいいのです

けど、部屋の格差でも、食事の格差でも何でもいいけれど、その格差を前提

にしたようなサービスというか、体制論というのは、福祉行政関係者は嫌が

るわけですよね。その結果、今の有料老人ホーム問題みたいなのが起きるわ

けです。自分たちの目の前の福祉事業業界とか、福祉行政業界ではノーマラ

イゼーション。そこから、結果的に、実は落ちこぼれている人たちというの

がいて、その世界はノーマライゼーションの世界ではないから、差があって

も仕方がないというのが、私はむしろダブル、トリプルスタンダードでいい

のではないかと。福祉行政そのものがね。 

 日浦先生のところも、やっぱり重い障害者の問題と、ある面では他の障害

者の問題と、どういうふうに組み合わせるかでずっとご苦労されてきたと思

うんですね。現実の違いと、そのようなノーマライゼーションみたいな概念

とどう組み合わせるか。 
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 うちの施設はいろいろな人がいるのですが、逆に、「朋」で考えたこととい

うのは、みんな当てはまるという形で来ていますから。 

 

 もともと多様な教育体制になっているのですよ。だから、むしろ、その多

様な教育体制というのは、突き詰めてみれば、一人一人に差がある。もっと

言えば格差がある。でも、それでもいいではないかという部分というのを認

めないと、実は福祉事業ってうまくいかないと私は思っています。 

 

 ノーマライゼーションって理念ですからね。だから、だれもが当たり前の

生活ということなのだけれども、その当たり前の生活の水準というのは、多

様なものがあっていいのでしょうね。 

 

 やっぱりその人に一番合ったことを考えるということですから、それは。

だから、みんな一緒って、一緒の活動をしなきゃいけない、そういうことで

はないのですよね。 

 

 それは、結構大事なことだと思っているのですけどね。だから、本当はそ

れをパブリックに認めるということが、さっきの松井先生がおっしゃったよ

うな議論ができるもとなのだと思います。 

 

 重症心身障害者と言われる人も、いろんな方がいらっしゃるわけですよ。

だから、グループホームで生きられる方もいらっしゃる。でも、とてもそれ

は難しい人ももちろんいらっしゃる。だけど、重心というものはこういうも

のだとくくっちゃうというのは、私は違うだろうと思います。 

 

 それが、世の中に説明するために、ある程度共有化しないと言葉がわから

ないというのはいいのだけれど、実は福祉業界の中で、そういう考えになっ

ていってしまっていますね。 

 

 でも、ここが一番わかっていなきゃいけないじゃないですか。世の中に対

してというのは、それは作戦的にそうです。だけど、こっちの中までその作

戦を使うことはないのですよ。 

 

 まさしくそうだと思います。それで、やっぱり社会福祉のこの体制のあり

方なのだけれども、日本のシステムが、制度が優先していて、やはりソーシ

ャルワークが優先されて、さっきから出ている社会福祉士、ここのところが

本当はリードして、本人や家族や地域をきちんと理解して立てているとか、

やはりそういうようなシステムを使っていかないと、私どもを含めてかもし

れませんが、施設が手前みそになることも当然ありますから。で、差が出ち

ゃうより、やはりソーシャルワークがメインになるというのが、僕は一番だ
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と思いますね。 

 

だけど、ソーシャルワークとは何かと言って 50 年議論して、全然答えは出な

いから、用語の定義から始まるのはいいのかどうか。 

 

 やっぱり制度をきちんとつくらないと、お金がついてこないですよ。私、

きょうお金にばっかりこだわっていますけれども。方法論としてのソーシャ

ルワークというのは、定義はちょっと置いておいても、必要だけれども、私

はやっぱりここで議論するときに、そんなに特養のベッドが空いているのと

いうのは、もう驚きですけれども、それなのに人は来ない。悲惨な状態でひ

どい有料老人ホームに入所する、家族に虐待されているのも子どもの虐待の

ような問題じゃないですよ、高齢者の虐待というのは。もっとすごいですか

らね。だから、そういう人たちが、やっぱり入所型の施設でないと対応でき

ない人たちにいかに入ってもらうかということを考えたら、人を集めなきゃ

いけない。人を集めるための最も早い対策は、人件費です。そうすると、大

横浜市の全体の予算の中で、２億 1000 万は少なすぎます。全然問題にならな

いですよ。確かに、一度、補助をすると、なかなかやめられないということ

はありますが。 

 

 基本的には、例えば、介護報酬の動向ですとか、そういうのも見まして。

22 年と言ったのは、22 年度までの整備ということがあったので、とりあえず

22 年まではこういった形でやりましょうということです。 

 国としてもやっていただきたいことはあるし、県についてもやっていただ

きたいことはあります。私たちとしても、今回については、一般財源の中で

雇用をやりましょうということになったということです。 

 

 さらにそれを促進しようじゃないですかということを私は申し上げたい。

芽が出ているなら、やりやすいですよ。 

 

 介護のインタビューで言いましたが、国家をどういう国にするのかという

のができていないですよ。それをつくらないと、例えば、介護に多額に投入

すると、それはもう税金はどんどん高くなります。そうすると、若い人たち

は、どんどん税金で取っていかれるのね。そうしたら、それが生きがいにな

るのかどうかね。自分が一生懸命働いたのを半分以上持っていかれてしまっ

た、それで、そういう国に住みたいかという問題なのですよ。 

 

 年金の世界と違って、介護保険の世界というのは、基本的に市町村の独立

採算ですから、そこでの需給をどうやるかというのは、市町村単独で考えら

れます。そこは介護保険のいいところで、北海道の税金をどう使おうかとか

いうことを考えなくても、横浜市単独で考えられる。で、横浜市単独で考え
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るということが介護保険の世界だとするならば、そのときに全体の費用がど

うかかるか、10 かかるのを 15 にしてしようじゃないかというのがあっても

私は構わないと思うのだけど、そのときに、それを制度とそのままのように

保険料では取るのか、だから２分の１保険料で取るのか、税金をそこへ投入

するのかというのは、その 10 なり 15 なりにするという判断ですから、そこ

は、あえて言えば、さっきの人件費相場が違うということの問題というのは、

これは国に解決しろと言ったって、できないです。これは国の問題じゃない

と思いますよ。人件費相場みたいな問題は。そこは、まさに自治体の会計の

マネージの仕方です。もちろん、それは国の制度をそのまま使って保険料で

取ったって構わないのですけれども、そこは、かきまぜればかきまぜるだけ、

横浜市の収入が減ってしまいます。介護保険料について、全国 4200 円が平均

だとしても、それを 5000 円にするという考え方があっても、全然構わないと

思っています。例えば、北海道では 5000 円にしたら、そもそも事業は成り立

たないかもしれない。とするならば、平均 4200 円の相場観というか、介護報

酬観が残るのだろうと思います。そうしたら、横浜の場合の、いわばこうい

う分野の市場をどうやってつくるかというのは、横浜で考えるしかない。 

 

お金があろうとなかろうと、介護の問題はいろんな人に発生している。だ

から、介護保険は成立したのですけれども。１つは、やっぱり低負担高福祉

なんてあり得ないわけです。だから、基本的にはもう少しみんなで負担し合

いましょうということを、これは国のレベルでやるべきことで、しっかりや

らなきゃいけないと私は思うんですけれども。しかし、それはそれで進める

一方で、所得のある人とない人のことを配慮する必要があり、社会福祉法人

こそ原点に帰るべきと思います。 

やっぱり大都市横浜で、そして、ともかく今当面している、ベッドはある

のに入れないという現状はおかしいですよ。これは何とか解決していかなき

ゃいけない。そうすると、当面、やっぱり私は、一般財源から繰り入れると

いう方法もあってしかるべきじゃないか。２億 1000 万じゃだめで、もう少し

出せるじゃないですかという、そういうことを私は言いたいですね。そして、

やっぱりそれは、国に対して、全国に発信できるという、ほかの都市にも影

響が与えられるかもしれない。 

 でも、松井先生は非常に思慮深くて、横浜市だけでいいのですか、その前

のこともあるじゃないですか、ほかの産業にも影響を与えることになりませ

んかとおっしゃるけれども、でも、こんな悲惨な状況だったら、この業界、

人は来ません。 

 

 それは、お金ももう一つでしょう。もう一つは、さっき言った３Ｋについ

て。私はやっぱり社会的な福祉のステータスというのを、一方で上げていっ

て、いい職業ということを片一方でやりながら、そのためにはお金も要ると

いうことでしょう。 
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 その一方で上げる、ともかく今やらなきゃいけないことは、やっぱり私は

人件費だと思う。そうしたら、人が残りますよ。 

 

 私は、２億円がいいかどうかは別にして、それがやっぱりその自治体がど

ういうメッセージを社会に発するかということで、その額の問題かどうかは

別で、日浦先生はそのメッセージが大事だとおっしゃっていると思います。

それをわかりやすくするためには、お金が大事だという、そういうことだと

思う。だから、メッセージが大事だということは間違いない。 

 

 自治体のメッセージはすばらしいですよ。介護３以上の人を１年間待たせ

ないって、これは本当にすばらしいことですよ。これは絶対正しい。これは

正しいと、みんなだれも反対しないですよ。だけど、現実にはそれができて

ない。 

 

 職員に対するメッセージを出すのが大事ということについて、職員に対す

るメッセージって何だろうかというときに、３Ｋという言葉を使わないとか、

意義あるものだというのと、給料だってそんな低いものじゃないと言えるメ

ッセージは大事じゃないか。それが、どっちが大事かは、多少先生たちのウ

エートは違うだろうけど、職員に対するメッセージが、これは全国どこでも

欠けていることは間違いないですよ。 

 

 建物をつくりかえるときに、補助金が減ってきていますからね。だから、

剰余金は残しておかなきゃいけないと。剰余金を残すための方法は何かとい

うと、やっぱり一番やりやすいのが人件費です。それから、食費もいただく

ことにはなっているけれども、できるだけ、仕組み上、自己負担が発生して

しまうものですから、それを落とすために、あんな安い食材料にして、みん

な冷凍食品を使って、外注しているでしょう。管理栄養士はいるけれども。

どうにも困ったことで。 

 福祉業界にいる人間が身を正さなきゃいけないし、身を正して、あるべき

姿に運営していかなきゃならないし、それから、やっぱり言うべきことは言

っていかなきゃいけない。それはまた後の問題かもしれないけれども、私は

いろんなものの考え方も、しかるべきことをやっていかなきゃいけないけれ

ども、実効性のあること今何ができるか、横浜で何ができるか考えたら、私

はやっぱり、特別養護老人ホームに限定しないで、在宅サービスを充実させ

なければ、在宅ケアは成り立たないですよ。医療だって、地域医療と言った

って、やっぱりそこで働く人たちの働きやすい環境をつくらなきゃいけない。

だけど、在宅医療を成り立たせるためには、介護のサービスがなかったら、

成り立ちませんよね。ホームヘルプサービスがなければ成り立たないでしょ

う。だから、そのホームヘルプサービスなんて、あれは介護の世界じゃない、
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外へ出しちゃえと言う人がいるけれども、私は違う。それを１割負担でいい

かどうかは別だと思うんです、確かに。入所施設の食費は全額負担だから、

これも一緒に言っているの。 

 だから、家事というと、家事援助、そして、その根拠として、介護保険施

設の食費は自己負担になって外したのだから、こっちも外せと。違うんです

よ。特別養護老人ホームで、老人保険施設で食事は提供されていませんかと

言ったら、されているわけですよ。10 割負担にしたということでしょう。提

供されているけれども、個人の負担が１割だって、10 割負担にしましたとい

うことでしょう。だから、こっちの世界も、確かに、１割負担でいいという

ことではなくて、入所型の施設で提供されている食事サービスというのは、

栄養士がきちんと栄養計算をして、そして、実績はどうか別にしても、非常

にきちんとしたサービス提供をしているわけでしょう。それほどのことをヘ

ルパーはやるわけじゃないから、私は、ここを５割負担ぐらいにして、その

かわり、低所得者に対しては、ずっと応能負担にしていくというようなこと

を組み入れていったらいいのではないかと思うのですけれども。 

 

 やっぱり全国一律制度に置いておくのか、さっきお話あったように、ある

面での実践家の人には判断でできる、あるいは、その自治体の判断でできる

にしておくべきかという制度選択は、私はあると思う。それが、どちらかと

いうと、全国一律でやろうとするから、無理が来る、ひずみが来るというの

は、おっしゃるとおり。食事の割合なんていうのは、実際の食事でかかって

いるのは運搬費ですから。今おっしゃったので言うと、運搬費の部分を、あ

る面ではホームヘルプサービスで見ているみたいなものですよね。だから、

原材料費が幾らかかるかという問題は、全部取ったって私はいいと思います。

 

 原材料費は、在宅ケアの人たちが自分でもともと足しているわけですから。

 

 まさにその意味では、食費という名前ですが、実際は半額運搬費ですから、

半額運搬費をだれがどう負担するかという議論をすればいいんだけど。 

 

 それで、在宅のことで言うと、お弁当を持っていくのに、横浜市は補助金

を出しています。 

 

 たしか 320 円。対象も限っていますけれども。 

 

 出ているので、それまでは一応やっているのですけどね。それに余計な附

帯事業がついているので。生きているかどうか確認するとか、見守り確認と

か、それらが主体になっている。 

 

 制度が全国一律であるということの硬直的な部分と、それから、自治体で
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それについて何らかの個性を出せる部分との組み合わせですよね。それから

言うと、全国一律なので個性が出しにくい部分については、一律制度を直す

べきだという提案をすればいいし、それから、全国一律制度の上に何らかの

ものをプラスしようとするならば、単独で何をやるかと考える。これはまさ

に単独事業のつくり方の問題。 

 だから、それを分けないと、全国一律制度をどう直すかというような議論

は、私はあってもいいと思うのだけど、その議論と、単独事業として何をや

るか。 

 

 横浜市も、保険外で市費の中で実施しているサービスはあるので、保険に

は入れていないですけど、外でやっています。 

 

 そこはまさに単独事業のやり方ですからね。保険会計に入れるかどうかの

問題というのは、２番目の話だと思う。それはまずは会計経理の問題ですか

ら。 

 

 介護予防についてですが、保険財源を充てていきますよね。介護保険は、

介護というリスクに対して保険をつくったわけだけれども、何で予防まで。

病気に対する予防というのを、医療保険で対応しているのでしょうか。 

 

 今度、特定健診でもやって、予防をちゃんとやらない人はだめとか、企業

が責任を持ってそれをやるようにしているのですけどね。僕はずっと反対し

ているけど。 

 

 それは健康保険で払うわけですね。病気になるリスクと言っているのに、

なるかもしれないことを予防することを医療保険で払っている。介護が必要

になるかどうかわからない、なりそうな人のことを介護保険で払う。 

 

 僕はそれを介護保険運営委員会でも言ったのですけどね。予防はみんな自

分でやってくださいと。本当に困っている人たちは、僕らは何でも助けるけ

ど、何でもない人をやったら、かけている人たちが、それこそみんなでもっ

てそれを使うようになっちゃって、そんなこと成り立ちませんと言ったので

すけど。 

 

医療の人たちはともかく、福祉の予防業界がどう言うかなんです。これは、

まさに自分たちの世界の話ですから。福祉の予防業界が、そこに保険金給付

を欲しいと言うから。 

 

 マシンにまたがっている人たちは、どんな人かというと、お元気な集団で

すよ。だから、３カ月のモデル事業で効果は上がっています。それをしない
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人たちのことが問題ですね。 

 

 特養ホームの空きベッドの関係ですけれども、実際には特養の稼働率とい

うのは 96％で、ほぼ満床です。それで、松井先生が言われている中身は、特

別養護老人ホームには、本入所の部分とショートステイの部分がありまして、

実際の職員の配置規準は３対１基準でやっていますけれども、やはりユニッ

ト型等では、３対１の配置規準では厳しいというのは間違いないと思います。

ですから、どの施設も、そういう意味では、配置規準を下回っていませんの

で、数字上はすべて職員が充足している形になっているのですね。ですから、

当然、制度上、減算はされていないわけです。 

 ただし、我々も、当然、できるとは思っていませんので、今回、配置規準

は満たしているけれども、職員は当然不足状態にあるということで、緊急の

対策ということで、処遇改善の事業を行っていくことになります。 

 

 ５施設は足りていません。全体 80 幾つのうちの５施設。 

 

データをデータとして、ただし、実態としてこういうことだということも

あわせて、やっぱり明らかにしていって、議論をしっかりしたいと思います。

 

 やっぱり、今空いていると思いますよね。あと、認知症のグループホーム

も、多分、100 以上空いているはずです。 

 

 ７割ぐらいしかうまっていない。 

 

 うまっていないです。それなのにインフラ整備をどんどん規制緩和の中で

するものだから、職員が引き抜きとか分散されて、どんどん足りなくなって

しまうわけですよね。その施設ごとに見れば、人員が足りているかというと、

そうでもありません。常勤換算システムは、非常に質を落とす一つの要因か

なとは思いますね。これは、また後のほうで、報酬単価の組み方というので

話したいなと思っていたのだけど、実態のつかみ方が、やっぱりここで共有

できていないと、ちょっとずれが出てきますね。 

 

 教育に関しては、教育の中のどこに障害の人たちはいるのかと最初思った

ぐらいでした。それで、今は特別支援教育ということで文科省が動き出して、

発達障害の支援法ができて、そちらは動き出していますよね。そういうふう

になってきていますけど、やはりこれから人を育てていく教育の中に、やは

り福祉というものの意味、価値、そこら辺が全然根づいていないと思います。

人を育てていく教育の世界にもやっぱり伝道しないと私はだめだと思ってい

ます。 
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河委員 

 

 

 

 

 やっぱりそれも、ターゲットは、職員に対する、あるいは、職員になろう

とする人たちに対してのメッセージをコアにするべきだと思いますね。 

 

＜議事終了＞ 

 

資 料 資料１ 検討専門分科会委員名簿 
資料２ 福祉人材確保等に関する検討専門分科会について 
資料３ 国・県・市等の取組状況等について 
資料４ 「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に 

関する基本的な指針」の見直しについて 
資料５ よこはま福祉人材育成指針 
資料６ ウィリング横浜（リーフレット） 
資料７ よこはま福祉・保健カレッジ（ちらし） 
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